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          環境大気測定結果に係る凡例 

 

１．市町村欄は、市及び町について○○市、○○町のように市、町を付記している。 

 

２．用途地域とは都市計画法第８条に定める地域の用途区分であって、「住」、「商」等の略名は次 

  のことを意味する。 

  住 ：「第１種低層住居専用地域」「第２種低層住居専用地域」 

     「第１種中高層住居専用地域」「第２種中高層住居専用地域」 

     「第１種住居地域」「第２種住居地域」及び「準住居地域」 

     （旧「第１種住居専用地域」「第２種住居専用地域」及び「住居地域」） 

  商 ：「近隣商業地域」「商業地域」 

  準工：「準工業地域」 

  工 ：「工業地域」 

  工専：「工業専用地域」 

  風致：「風致地区」 

  臨港：「臨港地区」 

  未 ：未指定又は無指定地域 

 

３．用途地域が工業専用地域、臨港地区の場合及び通常，住居の居住が考えられない場所にある測定 

  局について※印をつけ、環境基準の定められている物質については環境基準の適用外とした。 

 

４．経年変化のなかで測定値を（ ）で囲んだものは、測定時間が6,000 時間に満たない測定局のデ 

  ータを示す。 

 

５．環境基準に関連する事項の記載は下記によっている。 

 ⑴ 有効測定日数    ：１日20時間以上１時間値が測定された日数をいう。 

 ⑵ 日平均値の２％除外値：年間にわたる日平均値につき、測定値の高い方から２％の範囲内に  

               あるものを除外した日平均値で、除外する日数は少数点以下を四捨五  

               入した日数である。 

 ⑶ 日平均値の年間98％値：年間にわたる日平均値につき、測定値の低い方から98％に相当する  

               ものである。なお、低い方から98％に当たる測定日は、小数点以下は  

               四捨五入して算出する。 

  ⑷ 環境基準の長期的評価による日平均値○○ppm を超えた日数： 

              日平均値の高い方から２％の範囲にある日平均値を除外した後の日  

               平均値が0.04ppm （二酸化硫黄の場合）を超えた日数である。 

              ただし、日平均値が0.04ppm を超えた日が２日以上連続した延日数  

               のうち、２％除外該当日に入っている日数分については除外していな  

               い。 
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  ⑸ 98％値評価による日平均値0.06ppm を超えた日数： 

              １年間の日平均値のうち低い方から98％の範囲にあって、かつ0.06     

                         ppmを超えた日数である。 

  ⑹  年平均値の前年度から見た増減状況： 

                           前年度から見た増減状況が二酸化硫黄及び二酸化窒素において0.002 

                         ppm、一酸化炭素において0.2ppm若しくは浮遊粒子状物質において 

                         0.002mg/㎥以下の場合を「横ばい」とする。 

                           同様に二酸化硫黄及び二酸化窒素において0.003～0.004ppm、一酸化 

                         炭素において0.3～0.4ppm若しくは浮遊粒子状物質において0.003～ 

                         0.004mg/㎥以内の場合を「やや増加」又は「やや減少」とする。 

                           また、二酸化硫黄及び二酸化窒素において0.005ppm、一酸化炭素にお 

                         いて0.5ppm若しくは浮遊粒子状物質において0.005mg/㎥以上の場合を 

                        「増加」又は「減少」とする。 

 

 

６．窒素酸化物 

 ⑴ 窒素酸化物の「ＮＯ＋ＮＯ2 」はＮＯ及びＮＯ2 が同時刻に測定された１時間値の算術加算   

    である。いずれか一方が欠測等の場合には欠測扱いとした。 

 ⑵ 月間値（ＮＯ2 ／（ＮＯ＋ＮＯ2 ）） 

   月間にわたるＮＯ、ＮＯ2 測定のうち、ＮＯとＮＯ2 とを同時に測定している時間のみにつ   

    いて、ＮＯ＋ＮＯ2 濃度が０（ゼロ）の場合でも欠測扱いとはしていない。 

   年間値についても月間値と同様の計算による。 

 （計算式） 

                        ＮＯが同時測定されている時間のＮＯ2 

                        濃度の月（年）間にわたる総和 

 月（年）間値（ＮＯ2 ／（ＮＯ＋ＮＯ2 ））＝ 

                       ＮＯ及びＮＯ2 が同時測定されている時間の 

                       ＮＯ＋ＮＯ2 濃度の月（年）間にわたる総和 

 

７．光化学オキシダント 

 従来光化学オキシダントは、１日のすべての時間帯についてデータの整理を行ってきだが、49年度

から昼間について、データの整理を行うこととし、また平均値（年、月、日）に関するデータをとる

ことをやめ、一定の１時間値（0.06ppm ,0.12 ppm ）を超えた時間数、日数についてデータの整理を

行うこととした。表の注解を以下に記す。 

⑴ 昼間とは５時から20時までの時間帯をいう。したがって１時間値は６時から20時まで得られる   

ことになる 

⑵  昼間測定日数とは５時から20時までの間に測定が行われた日の総和をいう。 

⑶  昼間測定時間とは５時から20時までの間に測定した時間の総和をいう。 

⑷  「0.06ppm を超えた」とは0.06ppm を含まない。 
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⑸  「0.12ppm 以上」とは0.12ppm を含む。 

８．非メタン炭化水素 

⑴ １時間値は75％以上（１時間当たり６回の測定を行う測定機にあたっては５回以上）の測定がな 

 された場合有効とする。 

⑵ ６～９時における月（年）平均値は次式により算出している。 

 
                   ６～９時に測定された全測定値の総和                                     

  ６～９時における月（年）平均値＝ 

                    ６～９時に測定された全測定時間数 

 

  この場合は後述の⑷の「６～９時３時間平均値」と異なり、６～９時に測定された全測定値を用 

  いる 

⑶ ６～９時測定日数とは、午前６時から９時までの３時間がすべて測定された日の総和をいう。 

⑷ ６～９時３時間平均値とは、午前６時から９時までの１時間値３個、即ち、午前７時、８時、 

 ９時の３個の１時間値の算術平均値をいう。この場合、当該時間帯の３個の１時間値のうち、１個 

  でも欠測のある場合は、３時間平均値も欠測とし評価の対象としない。 

 

９．８時間値の算出方法は、固定平均値とする。すなわち「８時間平均値」とは、０時～８時、 

８時～16時、16時～24時の１日３回の時間帯に区分される。 

 なお、平均値を算出するに当たって、８時間平均値を求める場合には、６時間以上測定された場合

を有効とし、この場合の平均値は測定された和を測定された時間数で除したものである。 
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１ 大気の汚染に係る環境基準について 
                               昭 和 ４ ８ 年 ５ 月 ８ 日                         

                               環境庁告示第二十五号                         
 

 改正 昭48環告35・昭53環告38・昭56環告47・平８環告73 

 
 公害対策基本法（昭和42年法律第132 号）第９条の規定に基づく大気の汚染に係る環境基準につ

いて次のとおり告示し、「浮遊粒子状物質に係る環境基準について」（昭和47年１月環境庁告示第

１号）は、廃止する。 
 環境基本法（平成５年法律第91号）第16条第１項の規定による大気汚染の汚染に係る環境上の条

件につき人の健康を保護するうえで維持することが望ましい基準（以下「環境基準」という。）及

びその達成期間は、別に定めるところによるほか、次のとおりとする。 
 

第１ 環境基準 

１ 環境基準は、別表の上欄に掲げる物質ごとに、同表の中欄に掲げるとおりとする。 
２ １の環境基準は、別表の上欄に掲げる物質ごとに、当該物質による大気の汚染の状況を的確 

に把握することができると認められる場所において、同表の下欄に掲げる方法により測定した

場合における測定値によるものとする。 
３ １の環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所に 

ついては、適用しない。 

第２ 達成期間 
１ 一酸化炭素、浮遊粒子状物質又は光化学オキシダントに係る環境基準は、維持され又は早期 

に達成されるよう努めるものとする。 
２ 二酸化硫黄に係る環境基準は、維持され又は原則として５年以内において達成されるよう努 

めるものとする。 

 
別表 

 

 物質 
 

 

二酸化硫黄 
 

 

一酸化炭素 
 

 

浮遊粒子状物質 
 

 

光化学ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ 
 

 
  

  

 環境上の条件 
  

  

  

 
 １時間値の１日平均 

 値が0.04ppm 以下で 

 あり、かつ、１時間 
 値が0.1ppm以下であ 

 ること。 

  

 
 １時間値の１日平均 

 値が10ppm 以下であ 

 り、かつ、１時間値 
 の８時間平均値が20 

 ppm 以下であること。 

 

 
 １時間値の１日平均 

 値が0.10mg／㎥以下 

 であり、かつ、１時 
 間値が0.20mg／㎥以 

 下であること。 

 

 
 １時間値が 0.06ppm 

 以下であること。 

 
 

 

 

 

  
  

  

  

 測定方法 
  

  

  
  

  

 

 溶液導電率法又は紫 
 外線蛍光法 

  

  

  
  

  

  
  

  

 

 非分散型赤外分析計 
 を用いる方法 

  

  

  
  

  

  
  

  

 

 濾過補集による重量 
 濃度測定方法又はこ 

 の方法によって測定 

 された重量濃度と直 

 線的な関係を有する 
 量が得られる光散乱 

 法、圧電天びん法若 

 しくはベータ線吸収 
 法 

 

 

 中性ヨウ化カリウム 
 溶液を用いる吸光光 

 度法又は電量法、紫 

 外線吸収法又はエチ 

 レンを用いる化学発 
 光法 

 

 
 

 

 

 備 考 

        １ 浮遊粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、その粒径が10ミクロン以下のものを 
          いう。 

        ２ 光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応により生 

          成される酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、 二酸化窒素を除 
          く。）をいう。 

 

 



 59 

２ 二酸化窒素に係る環境基準について 
                               昭 和 5 3 年 ７ 月 １ １ 日                         

                               環境庁告示第三十八号                         
 

 改正 平８環告74 

 
 公害対策基本法（昭和42年法律第132 号) 第９条の規定に基づく大気の汚染に係る環境上の条件

のうち、二酸化窒素に係る環境基準について次のとおり告示する。 

 環境基本法（平成５年法律第91号）第16条第１項の規定による二酸化窒素に係る環境上の条件に
つき人の健康を保護するうえで維持されることが望ましい基準（以下「環境基準」という。）及び

その達成期間等は、次のとおりとする。 

 
第１ 環境基準 

１ 二酸化窒素に係る環境基準は、次のとおりとする。 

 １時間値の１日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下であること。 
２ １の環境基準は、二酸化窒素による大気の汚染の状況を的確に把握することができると認め 

られる場所において、ザルツマン試薬を用いる吸光光度法又はオゾンを用いる化学発光法によ

り測定した場合における測定値によるものとする。 
３ １の環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所に 

ついては、適用しない。 

 
第２ 達成期間等 

１ １時間値の１日平均値が0.06ppmを超える地域にあっては、１時間値の１日平均値0.06ppmが 
達成されるよう努めるものとし、その達成期間は原則として７年以内とする。 

２ １時間値の１日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内にある地域にあっては、原則と 

して、このゾーン内において、現状程度の水準を維持し、又はこれを大きく上回ることとなら
ないよう努めるものとする。 

３ 環境基準を維持し、又は達成するため、個別発生源に対する排出規制のほか、各種の施策を 

総合的かつ有効適切に講ずるものとする。 
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３ 大気汚染に係る環境基準について（通達） 
                                環 大 企 第  1 4 3 号                       

                                昭 和 4 8 年 ６ 月 1 2 日                       
                                環境庁大気保全局長                       

 

 大気汚染に係る環境基準については、これまでに、硫黄酸化物、一酸化炭素及び浮遊粒子状物質
についての環境基準がそれぞれ設定されていたところであるが、現下の大気汚染の状況から、硫黄

酸化物、窒素酸化物及び光化学オキシダントの対策の徹底が緊急の課題となっていることにかんが

み、中央公害対策審議会からの答申（昭和48年４月26日）にそって、二酸化窒素及び光化学オキシ
ダントに係る環境基準の設定を行い、従来の一酸化炭素及び浮遊粒子状物質に係る環境基準と合わ

せて、今般「大気汚染に係る環境基準について」（昭和48年５月８日環境庁告示第25号）として告

示するとともに、硫黄酸化物に係る環境基準の改定を行い、二酸化硫黄について、同月16日環境庁
告示第35号（前記環境庁告示第25号の一部改正）により告示した。 

 今般告示された大気汚染に係る環境基準は、公害対策基本法第９条第１項の規定に基づき、大気

汚染に係る環境上の条件について、人の健康を保護するうえで維持されることが望ましい基準を定
めたものであり、大気汚染防止に関する施策について、大気汚染が進行している地域にあっては、

汚染の改善の目標となり、大気汚染が進行していない地域にあっては、汚染の未然防止の指針とな

るべきものである。 
 上記の趣旨にかんがみ、政府においては、同法同条第４項の規定により、本環境基準が確保され

るよう万全の努力を払うこととしているが、貴職におかれても本環境基準の維持達成が図られるよ

う格段の努力をお願いする。 
 とくに、今般、改定又は新たに設定された二酸化硫黄、二酸化窒素及び光化学オキシダント（以

下「二酸化硫黄等」という。）に係る環境基準については、現下のエネルギー情勢、防除技術の開
発の状況等にかんがみ、その維持達成には相当の困難が伴うものと考えられるので、施策を進める

にあたっては、本職はもとより関係行政機関と連絡を密にするとともに、以下の事項に十分御留意

のうえ、その取扱いに遺憾なきを期されたい。 
 

第１ 二酸化硫黄等に係る環境基準について 

１ 二酸化硫黄等に係る環境上の条件について 
 二酸化硫黄等に係る環境基準として定めらた環境上の条件は、ＷＨＯ（世界保健機関）の大

気の質に関する指針のレベル１（ある値、又はそれ以下の値ならば現在の知識では、直接的に

も間接的にも影響が観察されない濃度と暴露時間の組合わせ）に相当するものとして、現在ま
でに得られた知見に基づき、次のような各物質ごとの人への影響の特性を考慮し、わが国にお

ける大気汚染の実態等をふまえて、二酸化硫黄等による大気汚染が人の健康に好ましからざる

影響を与えることのないよう、十分安全を見込んで設定されたものである。 
ア 二酸化硫黄は、呼吸器系器官に対して長期的影響及び短期的影響を及ぼすこと、ならびに 

それが浮遊粒子状物質や窒素酸化物と共存することによりその影響が強められること。 

イ 二酸化窒素は、肺深部に容易に到達して肺及びその他の臓器に悪影響を及ぼすなど、それ 
自体としての長期的な影響は二酸化硫黄に比較して強く、それが二酸化硫黄、あるいは浮遊

粒子状物質と共存することによりその影響が強められること。 

ウ 光化学オキシダントは、眼に対する刺激あるいは呼吸器系器官への短期的な影響を与える 
こと。 

 このような二酸化硫黄等に係る環境上の条件は、いずれも人の健康を保護するうえで、十
分安全を見込んで定められたものであり、とくに二酸化硫黄及び二酸化窒素については、そ

れらによる大気汚染の人への長期的な影響を防止することを目的として、厳しい水準に環境

上の条件を定めたものであるので、これらの環境上の条件を若干超える測定値が得られた場
合においても、直ちにそれが人の健康被害をもたらすものでないことに留意されたい。 

２ 二酸化硫黄等の測定について 

 二酸化硫黄等について、適正な測定結果を得ることは、これらの汚染物質による汚染の現状
の把握のみならず、その傾向の把握、その影響の判定及び防止対策の樹立とその効果の評価等

今後の大気汚染防止行政を推進するうえで重要なことであるので、測定場所の選定、測定方法

の採用等にあたっては、以下の事項に十分配意するとともに、測定器の適正な維持、管理に努
められたい。 
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⑴ 測定場所 
 二酸化硫黄等の測定は、原則としてそれらの汚染物質による地域における大気汚染の状態

を的確に把握することが可能な場所で行われるべきであるが、必要に応じて局地的な汚染状
態の把握にも努めるべきである。 

 試料空気の採取は、人が通常生活し呼吸する面の高さで行われるべきであり、原則として

地上1.5ｍ以上10ｍ以下の高さにおいて行うものとするが、高層集合住居等地上10ｍ以上の
高さにおいて人が多数生活している実態がある場合には、試料空気を採取する高さは適宜そ

の実態に応じて選択すべきものとする。 

⑵ 測定方法 
 二酸化硫黄等の測定方法はそれぞれ以下のとおりとする。なお、以下に示す測定方法と同

等の結果が得られる他の方法を用いてもさしつかえない。 

ア 二酸化硫黄の測定方法 
 二酸化硫黄濃度の測定は、過酸化水素水溶液を用いる導電率法により行うものとする。

 なお、本測定方法においては、試料空気採取部にフィルターを使用することにより、試

料空気中の硫酸ミストその他の浮遊粒子状物質を除去するものとする。 
イ 二酸化窒素の測定方法 

 二酸化窒素濃度の測定は、ザルツマン試薬を用いる吸光光度法により行うものとする。 

この場合、二酸化窒素の亜硝酸イオンへの転換係数（ザルツマン係数）は0.72とする。(注） 
ウ 光化学オキシダントの測定方法 

 光化学オキシダント濃度の測定は、中性ヨウ化カリウム溶液を用いる吸光光度法もしく

は電量法により行うものとする。本測定方法においては、オキシダント測定値を二酸化窒
素濃度について補正するものとする。また、本測定方法においては、二酸化硫黄等の還元

性物質の影響を受けるので、その妨害を除去するため、三酸化クロム含浸ろ紙（スクラバ
ー）を使用するものとするが、この場合大気中の一酸化窒素が二酸化窒素に酸化され、光 

化学オキシダント測定値に影響するので､一酸化窒素濃度についても補正するものとする。 

以上の二酸化窒素濃度及び一酸化窒素濃度についての補正方法については、おって通知す
るのでそれに従って補正を行うようお願いする。 

⑶ その他 

ア 二酸化硫黄等の測定は連続測定を行うことが望ましく、また、測定結果の整理にあたっ 
ては、１時間を単位として整理するものとする。ただし、二酸化窒素については１日（24

時間）を単位として測定結果を整理することとしてさしつかえない。 

イ 測定装置の目盛範囲は大気中の二酸化硫黄等の濃度により適宜選択するものとする。 
ウ 光化学オキシダントの測定値は前述のとおり二酸化窒素及び一酸化窒素についての補正 

を行う必要があるので、光化学オキシダントの測定場所で二酸化窒素及び一酸化窒素の測

定を行うものとする。 
３ 環境基準による大気汚染の評価について 

⑴ 短期的評価 

 二酸化硫黄等の大気汚染の状態を環境基準にてらして短期的に評価する場合は、環境基準
が１時間値又は１時間値の１日平均値についての条件として定められているので、前記測定

方法により連続して又は随時に行った測定結果により、測定を行った日又は時間についてそ

の評価を行うものとする。 
 この場合、地域の汚染の実情、濃度レベルの時間的変動等にてらし、異常と思われる測定

値が得られた際においては、測定器の維持管理状況、気象条件、発生源の状況等について慎
重に検討を加え、当該測定値が測定器に起因する場合等地域大気汚染の状況を正しく反映し

ていないと認められる場合には、当然評価対象としなしものとする。 

 なお、１日平均値の評価にあたっては、１時間値の欠測（上記の評価対象としない測定値
を含む）が１日（24時間）のうち４時間をこえる場合には、評価対象としないものとする。 

    ⑵ 長期的評価 

 本環境基準による評価は、当該地域の大気汚染に対する施策の効果等を的確に判断するう 
えからは、年間にわたる測定結果を長期的に観察したうえで評価を行うことが必要であるが、 

現在の測定体制においては測定精度に限界があること、測定時間、日における特殊事情が直

接反映されること等から、次の方法により長期的評価を実施されるようにされたい。 
 長期的評価の方法としては、ＷＨＯの考え方をも参考に、二酸化硫黄又は二酸化窒素に係 

（注）昭和53年７月に0.84に改定された。 
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  る年間にわたる１日平均値である測定値（前記の評価対象としない測定値は除く）につき、測
  定値の高い方から２％の範囲内にあるもの（365 日分の測定値がある場合は７日分の測定値）

  を除外して評価を行うものとする。ただし、人の健康の保護を徹底する趣旨から１日平均値に
  つき環境基準を超える日が２日以上連続した場合には、このような取扱いは行わないこととし

  て、その評価を行うものとする。 

  ４ 環境基準の適用範囲について 
 二酸化硫黄等に係る環境基準は、人の健康を保護する見地から設定されたものであるので、

都市計画法（昭和43年法律第 100 号）第９条第８項に規定する工業専用地域（旧都市計画法

（大正８年法律第36号）による工業専用地区を含む）、港湾法（昭和25年法律第218 号）第２
条第４項に規定する臨港地区、道路の車道部分その他埋立地、原野、火山地帯等通常住民の生

活実態の考えられない地域、場所については適用されないものである。 

 このことは、当該地域、又は場所における大気汚染の改善の目標、あるいは未然防止の指針
として、本環境基準を用いないという意味であって、当該地域又は場所における環境大気につ

いてはすべて大気保全行政の対象としない趣旨ではないので念のため申し添える。 

 
第２ 二酸化硫黄等に係る環境基準の達成期間及びその達成の方途について 

 二酸化硫黄等に係る環境基準は、前述のようにきわめてきびしいレベルに設定されていること

などから、これが維持達成は容易ではないと考える。したがって、これが維持達成には、今後着
実かつ計画的に大気汚染の防止に関する施策を総合的かつ有効適切に講じていく必要がある。こ 

のため告示において物質ごとに環境基準の達成に必要な期間が定められているところであるので、 

この趣旨を十分留意され、その施策の遂行に遺憾のないようされたい。 
１ 達成期間 

⑴ 大気汚染の状態が二酸化硫黄等に係る環境基準を満足している地域にあっては、当該環境 
基準が維持されるよう努めるものとする。 

⑵ 大気汚染の状態が二酸化硫黄等に係る環境基準を超えている地域にあっては、二酸化硫黄 

及び二酸化窒素については原則として５年以内に、光化学オキシダントについてはできるだ
け早期に、当該環境基準が達成されるよう努めるものとする。 

 二酸化窒素については、特に当該環境基準が５年以内に達成することが困難な地域につい

ては、５年以内に中間目標を、８年以内に当該環境基準を達成するものとする。 
 なお、中間目標を設定する必要がある地域については、当該地域の大気汚染の実態、発生

源の状況及びその汚染への寄与、発生源に適用しうる防除技術の状況及び技術開発の見通し

等について十分検討を加えたうえで達成の困難性につき、総合的に判断する必要がある。こ
のため、これら地域については、別途関係都道府県知事と本職と協議を行いたいので、該当

すると考えられる地域については、汚染の現況、発生源の状況及び今後５年間にわたる排出

量予測等に関する資料の整備等に努められたい。なお、協議の対象となりうる地域は、おお
むね公害防止計画策定又は策定予定地域に該当すると考えられるので、これらの地域のある

都道府県におかれては、公害防止計画の策定又は見直しとも関連することになるので、これ

らの点との整合性にも十分配意しておかれたい。 
２ 達成の方途 

 二酸化硫黄等に係る環境基準を達成するための方策については、告示においてはとくに示さ

れていないが、政府においては中央公害対策審議会からの答申において環境基準の改定又は設 
定に伴う課題として示された諸施策を中心に各般にわたる対策を推進していくこととしており、 

これに関しては関係省庁の協力が必要なので閣議において協力を要請したところである。 
 貴職におかれても、これら施策を参考に必要な対策の推進に努められたい。 

 なお、これら施策の具体的内容、取扱い等については、それぞれ排出規制の実施、低硫黄化

計画の策定等に際して別途通知する予定である。 
 

第３ その他 

１ 一酸化窒素、オゾン等の測定 
 一酸化窒素濃度を把握しておくことは、光化学オキシダントの測定値を補正するためにも、

また窒素酸化物による大気汚染の状態を明らかにするためにも必要である。したがって、一酸

化窒素濃度についても測定を行うものとする。この場合における測定方法は第１の２の⑵に示
した二酸化窒素の測定方法の例によられたい。 

 また、窒素酸化物濃度について補正した光化学オキシダント濃度の大部分はオゾンによるも

のと考えられており、光化学反応による大気汚染の実態を明らかにするため、オゾンの測定を
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直接行うよう努めることが望ましい。オゾンの測定は、エチレンとの反応を利用した化学発光 
法により行うものとするが、この場合、排気中のエチレンを除去する装置を装着することとし、 

またエチレンを装入したボンベの取扱いに十分注意するよう配慮されたい。 
 さらに、光化学オキシダントの発生機構にかんがみ、炭化水素の測定を行うよう努められた

い。 

２ 従来の環境基準の取扱い 
 硫黄酸化物、一酸化炭素及び浮遊粒子状物質に係る環境基準は、従前、それぞれ「硫黄酸化

物に係る環境基準について」（昭和44年２月12日閣議決定）、「一酸化炭素に係る環境基準に

ついて」（昭和45年２月20日閣議決定）及び「浮遊粒子状物質に係る環境基準について」（昭
和47年１月11日環境庁告示第１号）により設定されていたところであるが、今般大気汚染に係

る環境基準として一括して告示されたこと等に伴い、硫黄酸化物に係る環境基準については従

前の閣議決定が廃止されて、あらたに閣議了解がなされ、また浮遊粒子状物質に係る環境基準
については従前の告示が廃止された 

 なお、今回改定が行われなかった一酸化炭素に係る環境基準についての閣議決定は存続して

いるので念のため申し添える。 
 おって、今般の告示による一酸化炭素及び浮遊粒子状物質に係る環境基準は、従前の環境基

準の内容を変更したものではなく、一酸化炭素に係る環境基準のうち、環境上の条件及び適用

範囲の規定については、他の物質の環境基準の規定に合わせるため若干の修正を行ったもので
あり、その意味するところは変わっていない。また、浮遊粒子状物質に係る環境基準の測定方

法については、「浮遊粒子状物質に係る測定方法について」（昭和47年６月１日環大企第88号

本職通知）の趣旨にしたがい誤解のないよう改めたものである。 
 また、浮遊粒子状物質による大気汚染などのように、その汚染の状況を環境基準にてらして

長期的に評価することが必要な場合にあっては、その評価は第１の３の⑴に示した二酸化硫黄
及び二酸化窒素に係る長期的評価の例により行うものとする。 
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４ 二酸化窒素に係る環境基準の改定について（通達） 
                                環大企第２６２号                   

                                昭和53年７月17日                   
                                環境庁大気保全局長 

 

 標記の件については、昭和53年７月11日付け環大企第252 号をもって、環境事務次官より通知し
たところであるが、環境基準の改定の内容等については、下記第１のとおりである。また、環境基

準の維持・達成のため、下記第２のとおり施策を講ずることとしているので、貴職におかれても、

この方針にそって、格段の努力をお願いする。 
 なお、測定方法の一部変更の実施に伴う具体的措置等については、おって通知することとしてい

るので申し添える。 

 
                     記 

 

第１ 二酸化窒素に係る環境基準の改定について 
１ 改定の理由について 

⑴ 従来の二酸化窒素に係る環境基準は、昭和47年６月までの限られた科学的知見を基として 

十分安全性を見込んで、昭和48年５月に設定されたものである。 
 公害対策基本法第９条第３項は、環境基準については、常に適切な科学的判断が加えられ、 

必要な改定がなされなければならない、と限定している。これは、いったん設定された環境

基準が不変なものではなく、科学的知見の充実や学問の進歩に応じて適切か否かについて検
討を加え、必要と認められる場合には改定されるべき旨を明記したものである。 

 環境庁長官は、中央公害対策審議会に対しこの数年間に格段に豊かになった二酸化窒素の
健康影響に係る内外の科学的知見に基づき、環境基準設定の基礎となる判定条件及び指針に

ついて純粋に学問的立場からの検討を依頼することとし、昭和52年３月28日公害対策基本法

第９条第３項の趣旨にのっとり、二酸化窒素の人の健康影響に関する判定条件等について諮
問した。諮問を受けた審議会は二酸化窒素に係る判定条件等専門委員会を設置して検討し、

本年３月22日二酸化窒素の判定条件と指針について環境庁長官に答申した。 

⑵ 二酸化窒素の人の健康影響に係る判定条件等についての答申（以下「答申」という。）は 
動物実験、人の志願者における研究、疫学的研究などの二酸化窒素の生体影響に関する内外

の最新の科学的知見を収集評価し、地域の人口集団の健康を適切に保護することを考慮して

次の値を指針として提案した。 
短期暴露については１時間暴露として0.1～0.2ppm。 

長期暴露については、種々の汚染物質を含む大気汚染の条件下において二酸化窒素

を大気汚染の指標として着目した場合、年平均値として0.02～0.03ppm 。 
 提案された指針は、疾病やその前兆とみなされる影響が見出されないだけでなく、更にそ

れ以前の段階である健康な状態からの偏りが見出されない状態に留意したものであり、換言

すれば、正常な健康の範囲に保つというものであるので健康の保護について十分な安全性を
有するものである。また、短期暴露の指針はこれを１回超えたからといって直ちに影響が現

れるというものではないとされている。 

⑶ 環境庁は答申を最大限に尊重し、各方面の意見をも慎重に検討、考慮した結果、公害対策 
基本法第９条第３項の趣旨にのっとり現在の環境基準を改定すべきであると判断したもので

ある。 
 科学的判断に基づいて、環境基準の改定が必要と認められるにもかかわらず、これを改定

しないことは、公害対策基本法の定めるところに反するのみならず、今後の窒素酸化物対策

について根拠と説得力を失わせ、その推進に大きな支障と混乱を生じさせることとなるもの
と考えられる。 

２ 二酸化窒素に係る環境上の条件について 

 二酸化窒素に係る環境基準は、１時間値の１日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内 
又はそれ以下と改定された。 

 この環境基準は、答申で示された判定条件及び指針が現在の時点における二酸化窒素の人の

健康影響に関する最新・最善の科学的・専門的判断であり、また、それは公害対策基本法第９ 
条第１項に規定する人の健康を保護するうえで維持されることが望ましい水準を示すものと判

断し、答申で提案された幅をもった指針に即して改定されたものである。 

 環境基準は、従前と同様に１時間値の１日平均値を用いたが、１日平均値の年間98％値と年 
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平均値は高い関連性があり､１日平均値で定められた環境基準0.04～0.06ppmは年平均値0.02～ 
0.03ppm におおむね相当するものであるとともに、この環境基準を維持した場合は、短期の指

針として示された１時間値0.1～0.2ppmをも高い確率で確保することができるものである。 
  答申で示された指針は疾病やその前兆だけでなく、それより程度の高い健康を人口集団につ

いて保護しうるものとして合意されたものであり、十分安全性が考慮されていること、昭和47

年当時懸念された二酸化窒素の発がん性等のおそれがこれまでの知見では認められていないこ
と、疫学的調査の健康影響指標に用いた持続性せき・たんの有症率は、医学的判断に基づく呼

吸器系疾患の患者に係わる有病率とは異なるほか、環境大気中の二酸化窒素のみ特異的影響で

はないことなどの理由から、これ以上に安全性を見込む必要はないと判断した。新環境基準は
国民の健康を十分保護し得るものであり、環境基準の改定によって国民の健康保護に問題の生

ずるおそれはなく、これを超えたからといって直ちに疾病又はそれにつながる影響が現れるも

のではない。 
３ 環境基準による大気汚染の評価及び適用範囲について 

⑴ 環境基準による大気汚染の評価について 

  二酸化窒素の環境基準による大気汚染の評価については、測定局ごとに行うものとし、年
間における二酸化窒素の１日平均値のうち、低い方から98％に相当するもの（以下「１日平

均値の年間98％値」と呼ぶ。）が0.06ppm 以下の場合は環境基準が達成され、１日平均値の

年間98％値が0.06ppmを超える場合環境基準が達成されていないものと評価する。 
 ただし、１日平均値の年間98％値の算定に当たっては、１時間値の欠測（地域の汚染の実

情、濃度レベルの時間的変動等にてらし異常と思われる１時間値が得られた際において、測

定器の維持管理状況、気象条件、発生源の状況等についての検討の結果、当該１時間値が測 
定器に起因する場合等地域大気汚染の状況を正しく反映していないと認められる場合を含む） 

が４時間を超える測定日の１日平均値は、用いないものとする。 
 また、年間における二酸化窒素の測定時間が6,000時間に満たない測定局については、環

境基準による大気汚染の評価の対象とはしない。 

⑵ 適用範囲 
 二酸化窒素に係る環境基準は、人の健康を保護する見地から設定されたものであるので、

都市計画法（昭和43年法律第100号）第９条第８項に規定する工業専用地域（旧都市計画法

（大正８年法律第36号）による工業専用地区を含む。）、港湾法（昭和25年法律第218 号）
第２条第４項に規定する臨港地区、道路の車道部分その他原野、火山地帯等一般公衆が通常

生活していない地域又は場所については適用されないものである。なお、道路沿道のうち、

一般公衆が通常生活している地域又は場所については、環境基準が適用されるので念のため
申し添える。 

４ 測定方法等について 

 二酸化窒素の環境基準による評価に用いる測定方法は、従来と同様、ザルツマン試薬を用い
る吸光光度法によることとされているが、より正確な測定を行うために二酸化窒素の亜硝酸イ

オンへの転換係数（以下「ザルツマン係数」という）を変更する必要があるので、これを従来

の0.72から0.84に改定する。 
 ザルツマン係数の改定に伴い、従来の方法で測定された二酸化窒素の測定値については補正

する必要があるので、53年度の測定値として本職に報告される年報等の公式統計の公表に当た

っては、補正された測定値を用いることとされたい。 
 貴職におかれては、これまで、測定局の設置、保守管理等、測定値の精度向上に努められて

きたところであるが、今後とも、その一層の努力をお願いする。 
５ 達成期間等について 

⑴ 新環境基準の維持達成に当たっては、それがゾーンで示されたことにかんがみ、現在の二 

酸化窒素の濃度の水準によって１日平均値が0.06ppmを超える地域と１日平均値が0.04から0.
06ppmまでのゾーン内にある地域とに地域を区分し、それぞれの地域において、次のように

環境基準の達成又は維持に努めるものとされた。 

 まず、１日平均値が0.06ppm を超える地域にあっては、当該地域のすべての測定局におい
て0.06ppmが達成されるよう努めるものとする。 

 次に、１日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内にある地域にあっては原則として、

このゾーン内において、都市化・工業化にあまり変化がみられない場合は現状程度の水準を
維持し、都市化・工業化が進む場合はこれを大きく上回ることとならないよう努めるものと

する。このことは、安易に0.06ppm まで濃度を上昇させてもよいと解されてはならないし、

現実的に可能な無理のない範囲内の努力により現状の水準をゾーン内において改善すること



 66 

を否定するものではない。 
 なお、１日平均値が0.04ppm以下の地域にあっては、原則として0.04ppmを大きく上回らな 

いよう防止に努めるよう配慮されたい。 
 新環境基準の達成期間は、改定の時点から原則として７年以内すなわち昭和60年までとし 

た。これは、0.06ppmを超えるすべての地域について、0.06ppmを達成するには３年から５年 

という短期の間では不可能であること、これまでの固定発生源及び移動発生源に対する規制
の効果が顕著に現れるのは昭和50年代の後半であること、0.06ppmを超える地域に係る総量

規制を実施するには、事前の調査及び適用までの猶予期間等が必要であるので50年代の後半

にならざるを得ないことなどによるものである。 
⑵ 前記⑴に示す地域については、大気汚染防止法施行令別表第３に規定する地域の区分を参 

考にザルツマン係数改定後の52年度における１日平均値の年間98％値について、一般環境大

気測定局のうち上位３局の平均値が0.06ppm を超えるか又は0.04から0.06ppmまでのゾーン
内にあるかによって判定することを基本的考え方とし、更に次に例示するような地域の個別

具体的事情に即して十分検討を加え、総合的に判断することとする。 

ア 特に地域の一部を除外し、又は補充する必要がある場合 
イ 測定局が特定発生源による局所的影響を大きく受けている場合 

ウ 52年度の測定値が地域産業の生産動向等にてらし特異的であるため、他の年度の測定値 

もあわせて考慮する必要がある場合 
 これらの地域の判定については、本職が別途関係都道府県知事と協議を行うこととしてい 

るので、了知されたい。 

 
第２ 環境基準の維持・達成の方途等について 

１ 環境基準の維持・達成の方途 
 今後、環境基準の維持・達成を図るため、特に次のような窒素酸化物対策を推進することと

している。 

⑴ 固定発生源に対する排出規制 
  固定発生源については、次の諸点に配慮して、大気汚染防止法（昭和43年法律第97号以下

「法」という。）第３条第１項に基づく全国一律の排出規制を進めるとともに、これまでの

規制の効果も見つつ、環境基準を達成していない地域及び環境基準を維持することが困難な
地域については、汚染の構造、規制の効果等を踏まえ、必要に応じ法第４条第１項に基づく

上乗せ規制、法第５条の２に基づく総量規制等の対策を検討し、所要の措置を講ずるものと

する。 
ア 硫黄酸化物、ばいじん等の対策との整合性を図りつつ、必要に応じ広域的観点にも配慮 

し、総合的な大気汚染対策の推進に資すること。 

イ 窒素酸化物防除技術の開発を促進しつつ、その進展に応じ対策を進めること。 
ウ 対策の実施に必要な設備、エネルギー、資源、用地の状況等を勘案し、効率的な実施を 

図ること。 

 なお、特に、既設施設に対し排煙脱硝を含む厳しい上乗せ規制を実施することについては、 
施設用地の状況や今後のばいじん等の対策との整合性等について十分検討し、慎重に対処さ

れたい。 

 おって、総量規制については、本職から別途関係都道府県知事と協議を行いたいので、了
知されたい。 

⑵ 自動車排出ガス規制 
 乗用車については世界で最も厳しい53年度規制が実施され、またバス、トラック等につい

ては52年12月26日の中央公害対策審議会答申で示された第１段階の目標値を54年規制として

告示したところである。 
 更に、バス、トラック等については、引き続き自動車排出ガス低減技術の開発状況を促進 

 

しつつ、その進展に応じて、今後数年後、遅くとも50年代中に上記答申で示された第２段階
の規制を実施することとしている。 

２ その他 

⑴ 光化学大気汚染対策については、その原因物質である二酸化窒素と炭化水素の両者につい 
て、必要に応じ広域的観点に配慮し、今後とも対策を進めていく方針である。 

⑵ 貴県（市）において締結している公害防止協定については、今回の環境基準改定の理由を 

正しく理解され、適切に対応するよう配慮されたい。 
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⑶ なお、公害健康被害補償法に基づく第１種地域については、今後も認定患者及び住民の不 
      安を招来することのないよう特に留意しつつ、環境基準のゾーン内において対策の推進に当

      たられたい。 
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５ 緊急時の措置 
 

○ 大気汚染防止法第23条（緊急時の措置等） 
第１項 

 都道府県知事は、大気の汚染が著しくなり、人の健康又は生活環境に係る被害が生ずるおそ

れがある場合として政令で定める場合に該当する事態が発生したときは、その事態を一般に周
知させるとともに、ばい煙を排出する者又は自動車の使用者若しくは運転者であって、当該大

気の汚染を更に著しくするおそれがあると認められるものに対し、ばい煙の排出量の減少又は

自動車の運行の自主的制限について協力を求めなければならない。 
第２項 

 ばい煙排出者であって、硫黄酸化物に係るばい煙量が環境省令で定める量をこえるばい煙発

生施設を設置しているものは、環境省令で定めるところにより、当該ばい煙発生施設について
硫黄酸化物に係るばい煙量の減少のための措置に関する計画を作成し、都道府県知事に届け出

なければならない。 

第３項 
 都道府県知事は、第１項に規定する事態が発生した場合において、同項に規定する措置によ

ってはその事態を改善することが困難であると認めるときは、前項の規定による届出をした者

に対し、その届出に係る計画を参酌して、硫黄酸化物に係るばい煙量の減少のための措置をと
るべきことを勧告することができる。 

第４項 

 都道府県知事は、気象状況の影響により大気の汚染が急激に著しくなり、人の健康又は生活
環境に重大な被害が生ずる場合として政令で定める場合に該当する事態が発生したときは、当

該事態がばい煙に起因する場合にあっては、環境省令で定めるところにより、ばい煙排出者に
対しばい煙量又はばい煙濃度の減少、ばい煙発生施設の使用の制限その他必要な措置をとるべ

きことを命じ、当該事態が自動車排出ガスに起因する場合にあっては、都道府県公安委員会に

対し、道路交通法の規定による措置をとるべきことを要請するものとする。 
○ 大気汚染防止法施行令第11項（緊急時） 

第１項 

 法第23条第１項の政令で定める場合は、別表の第５の左欄に掲げる物質について、それぞれ
同表の中欄に掲げる場合に該当し、かつ、気象条件からみて当該大気の汚染の状態が継続する

と認められるときとする。 

第２項 
 法第23条第４項の政令で定める場合は、別表第５の左欄に掲げる物質について、それぞれ同

表の右欄に掲げる場合に該当し、かつ、気象条件からみて当該大気の汚染の状態が継続すると

認められるときとする。 
別表第５ 

 硫黄酸化物 

 １ 大気中における含有率の１時間値（次項を 

   除き、以下単に「１時間値」という。）100 
   万分の 0.2以上である大気の汚染の状態が 

   ３時間継続した場合 

 ２ １時間値 100万分の 0.3以上である大気 
   の汚染の状態が２時間継続した場合 

 ３ １時間値 100万分の 0.5以上である大気 

   の汚染の状態になった場合 

 ４ １時間値の48時間平均値100 万分の0.15 
   以上である大気の汚染の状態になった場合 

 １ １時間値 100万分の 0.5以上である大気 

   の汚染の状態が３時間継続した場合 
 ２ １時間値 100万分の 0.7以上である大気 

   の汚染の状態が２時間継続した場合 

 
 

 

 

 

 浮遊粒子状 

 物   質 

 大気中における量の１時間値が１立方メートル 

 につき、 2.0ミリグラム以上である大気の汚染 

 の状態が２時間継続した場合 

 大気中における量の１時間値が１立方メートル 

 につき、 3.0ミリグラム以上である大気の汚染 

 の状態が３時間継続した場合 

 一酸化炭素 
 １時間値 100万分の30以上である大気の汚染 

 の状態になった場合 

 １時間値 100万分の50以上である大気の汚染 

 の状態になった場合 

 二酸化窒素 
 １時間値 100万分の 0.5以上である大気の汚染  

 の状態になった場合 

 １時間値 100万分の１以上である大気の汚染の 

 状態になった場合 

 ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ 
 １時間値 100万分の0.12以上である大気の汚染 

 の状態になった場合 

 １時間値 100万分の0.4以上である大気の汚染 

 の状態になった場合 

 備  考     この表に規定する１時間値の算定に関し必要な事項並びに浮遊粒子状物質及びオキシダントの範囲 
              は、環境省令で定める。 
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石川県大気汚染緊急時対策発令基準 

                                （石川県告示 第 622 号 49.9.27 ） 

 

発        令        基        準 

 

   基  

   準 

 

 
 区 

 分 

 

硫   黄   酸   化   物 
 

 

一   酸   化   炭   素 
 

    解  除  基  準 

 
   

  予 

  
  

  

  報 

  
  

 

 
 基準測定局の硫黄酸化物測定値について、  

 次の各号の一に掲げる場合に該当し、気象 

 条件からみてその状態が継続するおそれが 
 あると認められるとき。 

 ⑴ １時間値0.1ppm以上の状態が３時間 

   継続したとき。 

 ⑵ １時間値0.2ppm以上の状態になった 
   とき。 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

  

  
  緊 

  

  
  急 

  

  
  報 

  

  

  
 

 

 基準測定局の硫黄酸化物測定値について、 

 次の各号の一に掲げる場合に該当し、気象 
 条件からみてその状態が継続すると認めら 

 れるとき。 

 ⑴ １時間値0.2ppm以上の状態が３時間 
   継続したとき。 

 ⑵ １時間値0.3ppm以上の状態が２時間 

   継続したとき。 
 ⑶ １時間値0.5ppm以上の状態になった 

   とき。 

 ⑷ １時間値の48時間平均値が0.15ppm  

   以上の状態になったとき。  
 

 

 基準測定局の一酸化炭素測定値の１時間 

 値が30ppm以上になり、気象条件からみ 
 てその状態が継続すると認められるとき。

  

  
  

  

  
  

 

 

 

 

  

  重 

  大 
  緊 

  急 

  報 
  

  

 

 

 基準測定局の硫黄酸化物測定値について、 

 次の各号の一に掲げる場合に該当し、気象 

 条件からみてその状態が継続すると認めら 
 れるとき。 

 ⑴ １時間値0.5ppm以上の状態が３時間 

   継続したとき。 
 ⑵ １時間値0.7ppm以上の状態が2時間 

   継続したとき。 

 

 

 基準測定局の一酸化炭素測定値の１時間 

 値が50ppm以上になり、気象条件からみ 

 てその状態が継続すると認められるとき。
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 発令に係る地域内のすべ 

 ての基準測定局において 
 左欄に掲げる各区分別の 

 基準値が解消し、なお気 

 象条件からみて、その状 

 態が悪化するおそれがな 
 くなったと認められると 

 き。 
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６ ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準について 

 
 

                                  平成９年２月４日 
                                  環境庁告示第４号 
 改正 平13環告30 
 
  環境基本法（平成５年法律代９１号）第１６条の規定に基づき、ベンゼン、トリクロロ

エチレン及びテトラクロロエチレンによる大気の汚染に係る環境基準について（平成９年 
２月環境庁告示第４号）の一部を次のように改正する。 

 

  環境基本法第１６条第１項の規定によるベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロ
エチレン及びジクロロメタン（以下「ベンゼン等」という。）による大気の汚染に係る環

境上の条件につき人の健康を保護する上で維持することが望ましい基準(以下「環境基準」

という。）及びその達成期間は、次のとおりとする。 
 

第１  環境基準 

  １  ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準は、別表の物資の欄に掲げる物質ごと 
に、同表の環境上の条件の欄に掲げるとおりとする。 

  ２  １の環境基準は、別表の物質の欄に掲げる物質ごとに、当該物質による大気の汚染

の状況を的確に把握することができると認められる場所において、同表の測定方法の
欄に掲げる方法により測定した場合における測定値によるものとする。 

  ３  １の環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又 

は場所については適用しない。 
 

第２  達成期間 

    ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準は、継続的に摂取される場合には人の健 
康を損なうおそれがある物質に係るものであることにかんがみ、将来にわたって人の健 

康に係る被害が未然に防止されるようにすることを旨として、その維持又は早期達成に 
努めるものとする。 

 

 
別表 

物   質 環境上の条件 測  定  方  法 

ベンゼン １年平均値が0.003mg／m3

以下であること。 

ｷｬﾆｽﾀｰ若しくは補集管により採取した

試料をｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析計により測
定する方法又はこれと同等以上の性能

を有すると認められる方法 

トリクロロエチ

レン 

１年平均値が0.2mg／m3以

下であること。 

ｷｬﾆｽﾀｰ若しくは補集管により採取した

試料をｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析計により測

定する方法又はこれと同等以上の性能
を有すると認められる方法 

テトラクロロエ

チレン 

１年平均値が0.2mg／m3以

下であること。 

ｷｬﾆｽﾀｰ若しくは補集管により採取した

試料をｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析計により測

定する方法又はこれと同等以上の性能
を有すると認められる方法 

ジクロロメタン １年平均値が0.15mg／m3

以下であること。 

ｷｬﾆｽﾀｰ若しくは補集管により採取した

試料をｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析計により測

定する方法又はこれと同等以上の性能
を有すると認められる方法 

 




